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原発はなぜ停まっているのか（3・完）
─日本における法治主義の一断面─
Ⅰ　問題の所在
Ⅱ　関 係 法 令
Ⅲ　原子炉の定期検査
　　（以上，10 巻 4 号）
Ⅳ　再稼動の申請
　　（以上，11 巻 1 号）
Ⅴ　補足と結論
　　（以上，本号）
本稿における法令類の略称は，次の通りとする。
原子炉等規制法：核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32 年法律第
166 号）
実用炉規則：実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則（昭和 53 年通商産業省令第 77 号）
電事法：電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）
電事規：電気事業法施行規則（平成 7年通商産業省令第 77 号）
技術基準省令：発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省令第
62 号）
保安省令：原子力発電工作物の保安に関する省令（平成 24 年経済産業省令第 69 号）
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設置許可基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関する
規則（平成 25 年原子力規制委員会規則第 5号）
技術基準規則：実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年原子
力規制委員会規則第 6号）
平成 2年指針：発電用軽水型原子力施設に関する安全設計審査指針（平成 2年 8月 30 日原子
力安全委員会決定）
設置法：原子力規制委員会設置法（平成 24 年法律第 47 号）
Ⅴ　補足と結論
1．訂正と補充
　本稿⑴の表 7（本誌 10 巻 4 号 109 頁）中，「電事法 54 条」とあるのは「電事法 55 条」の，
「原子炉等規制法 43 条の 3の 15」とあるのは同法「43 条の 3の 16」の，それぞれ誤り
であるので訂正する。
　本稿⑴の別表 2（本誌 10 巻 4 号 126 頁）中，A 期の原子炉等規制法 27 条の見出しが「設
計及び工事の計画の認可」となっているのは，「設計及び工事の方法の認可」の誤りな
ので訂正する。
　本稿⑵の別表 7（本誌 11 巻 1 号 60 頁）中，許 46 条・技 61 条の項の「原子炉冷却材バ
ウンダリ」は，「原子炉冷却材圧力バウンダリ」の誤りなので訂正する。
　また，本稿⑵中，本誌 11 巻 1 号 38 頁の最後のパラグラフの
　……設置法附則 22 条 1 項にいう「第 4号旧規制法」とは，17 条改正以前の姿の原子炉等規
制法，換言すれば，15 条改正後の同法であって，時期的にいえば平成 24 年 9 月 18 日から平成
25 年 7 月 7 日までの（本稿の言葉を使えば，B 期・C 期の）それであり……
という記述は，
　……設置法附則 22 条 1 項にいう「第 4号旧規制法」とは，17 条改正以前の姿の原子炉等規
制法，時期的にいえば平成 25 年 7 月 7 日までの（本稿の言葉を使えば，C 期までの）それで
あり……
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に訂正する。
　原子炉等規制法は，設置法附則によって 4段階にわたる改正がなされた。そのなかで
も本稿でいう 17 条改正によるそれが最も大規模であり，その施行日は，設置法附則 1
条 4号（およびその委任を受けた政令）の規定により平成 25 年 7 月 8 日であった（以上，
本誌 10 巻 4 号 99-103 頁）。設置法附則 21 条 1 項では，この 17 条改正以前の原子炉等規
制法を「第 4号旧規制法」と，それ以後の同法を「第 4号新規制法」と，それぞれ呼ん
でいる。この呼称は便利なので，15 条改正・16 条改正の内容を格別意識する必要がな
い場合には，17 条改正以前の（本稿の言葉を使えば C 期までの）原子炉等規制法をひとし
なみに「第 4号旧規制法」と，同様に，18 条改正の内容を格別意識する必要がない場
合には 17 条改正以後の（本稿の言葉を使えば D 期以降の）同法を「第 4号新規制法」と
呼ぶこととする。
　本稿⑵表 11（本誌 11 巻 1 号 36 頁）では，いわゆる「再稼動の申請」中の原子炉は，
2014 年 6 月 4 日現在で 9社 18 機となっているが，その後，同月 10 日付で東北電力東
通原子力発電所 1号機が，同年 8月 12 日付で北陸電力志
し
賀
か
原子力発電所 2号機が，加
わったため，10 社 20 機となった。
　大いに世間の注目を浴びた出来事として記憶に新しいところであるが，2014 年 7 月
16 日付で原子力規制委員会は，九州電力川内原子力発電所に係る発電用原子炉設置変
更許可申請について，原子炉等規制法 43 条の 3の 8第 2項において準用する同法 43 条
の 3の 6第 1項各号に適合する旨の「審査書案」1）を公表した。
　この審査について，池田信夫氏は，その著名なブログにおいて，原子力規制委員会は
設置許可の審査をやり直している，と批判している2）が，この批判は，事実認識とし
ては大筋で正しいといえよう。既述のように（本誌 11 巻 1 号 52 頁注 6），第 4号旧規制
法・第 4号新規制法のいずれにあっても，原子炉の設置と変更の許可要件は同一である
ために，変更許可申請がなされるたびに設置許可の要件を満たしているかを審査せざる
を得ないからである。とりわけ今回は，法令の抜本改正に伴う変更であったため，変更
の範囲，したがって原子力規制委員会の審理の範囲が広くなり，新規の設置許可の場合
とあまり変わらない様相を呈したのではないかと想像される。実際，上記の審査書案の
目次を見るだけで，設置許可基準規則のほとんど全条項にわたって適合性が審査されて
いることがわかる。
　もっとも，この点については若干の補足が必要であろう。これまた既述のように（本
誌 11 巻 1 号 40-42 頁），今回の変更許可申請は，2013 年 7 月 8 日に技術基準規則が施行
され，電力各社（発電用原子炉設置者）としては，その要求に追随しなければならなくなっ
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たためになされたのであった。確かに，後述のように原子炉等規制法 43 条の 3の 23 第
1 項が新設されたため，発電用原子炉設置者としてはその保有する原子炉を技術基準規
則・設置許可基準規則の定める基準（実務的には，この両者をひっくるめて「新規制基準」
と呼んでいるようである）のいずれにも適合させ続けなければならない─適合させてい
ないと同項に基づいて使用の停止その他保安のために必要な措置を命ぜられる（以下，
この命令を「保安措置命令」と呼んでおく）可能性があるという意味で─こととなり，ま
た上記のように，原子炉の変更の許可を得るためには，変更の申請が設置許可基準規則
の定める基準に適合している必要があるので，いずれにせよ，両規則の要求を同時に満
足させるしかない。しかし，保安措置命令という実効性確保手段の有無にかかわらず適
合性を維持することが実体法上義務づけられているのは技術基準規則についてであっ
て，設置許可基準規則についてではない。第 4号新規制法 43 条の 3の 14 に相当する規
定は，設置許可基準規則については存在しないからである。したがって，上記のように，
技術基準規則の施行およびそれへの追随義務の発生を問題の起点として考えた方が，頭
の整理としては分かりやすいと思われる。
　以上の次第であるので，実際上の作業手順がいかなるものであったかはともかく，論
理としては，発電用原子炉設置者には次の思考回路を踏む必要が生じたと考えられる。
①　既設の原子炉について技術基準規則の定める基準に適合していない事項（以下，仮に「不
適合事項」と呼んでおく）を抽出する。
②　既設の原子炉は，従前の法令の要求は満足しているはずであるから，不適合事項は，新規
規制，すなわち，技術基準省令の定める基準と技術基準規則の定める基準との差分について
存在し得ることとなる。
③　不適合事項がもし存在すれば，それを解消するための何らかの対策をとる必要が生ずる。
④　③の対策が，原子炉の「変更」に当たる場合には，原子炉の変更の許可を受けなければな
らない。
⑤　原子炉の変更の許可を得るためには，当該変更が原子炉等規制法 43 条の 3の 6第 2項各
号の要件を満足しなければならない。その中でも特に重要なのが，同項 4号の委任に基づく
設置許可基準規則の定める基準に適合していることである。
⑥　既設の原子炉は，従前の設置許可の基準，すなわち，平成 2年指針（をはじめとする各種
の指針類）の定める基準に適合しているはずであるから，設置許可基準規則に係る不適合事
項は，新規規制，すなわち，平成 2年指針（をはじめとする各種の指針類）の定める基準と
設置許可基準規則の定める基準との差分について存在し得ることとなる。
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⑦　以上の原子炉の「変更」が工事を伴うものであり，かつ，その工事が実用炉規則別表第 1
の中欄に該当する場合には，その計画について認可を受けなければならない（第 4号新規制
法 43 条の 3の 9第 1項本文，実用炉規制 8条 1項 1号）。
⑧　⑦の工事計画の認可を受けるためには，当該発電用原子炉施設が技術基準規則の定める技
術上の基準に適合していなければならない（第 4号新規制法 43 条の 3の 9第 3項 2号）。
　上記の思考回路は，かなり晦渋である。
　第一に，技術基準規則と設置許可基準規則とが交互に「入れ子」のような形になって
登場しているために，頭の整理が難しい（私にとって難しいだけなのかも知れないが）。確
かに，上記のように，発電用原子炉施設は結局のところ，両規則の定める基準に適合し
ていなければならないが，では，両者の関係はどう理解すればいいのであろうか。
　かつては，設置許可は原子炉の基本設計について，工事計画認可はその詳細設計につ
いてなされるという言い方が流布しており，今日でもしばしば用いられるが，比喩的な
表現の域を出ておらず，その意味は必ずしも明瞭ではない。原子力発電所のような大規
模プラントについて，そもそも詳細設計抜きの基本設計というものがあり得るのか定か
でないし，仮に，詳細設計から明確に区別される基本設計なるものがあるとすれば，そ
れは，「設計思想」といったものに近くなると考えられ，独立の許可の対象にするだけ
の意義があるのか疑問となるからである。
　また，基本設計の許可基準が，第 4号旧規制法下では平成 2年指針（をはじめとする
各種の指針類），第 4号新規制法下では設置許可基準規則であり，詳細設計の認可基準が，
第 4号旧規制法下では技術基準省令，第 4号新規制法下では技術基準規則であるとすれ
ば，すでに，本稿⑵の別表 5，6，8（本誌 11 巻 1 号 56-59 頁，62-63 頁）で見たように，設
置許可基準と工事計画認可基準とは実際には著しく近似しており，片や基本設計のレ
ファレンス・ブックであり，片や詳細設計のそれであるというほどの差異は見られない。
実際，東日本大震災以前のかなり早い段階で，平成 2年指針と技術基準省令との整合性
をとるための具体的な議論が進行していたのであり，例えば，技術基準省令 19 条の「逆
止め弁」の設置義務は，設置要求（つまりは平成 2年指針）に加えるべきだ，といった指
摘がなされていた3）。しかも今回の「再稼動の申請」に際しては，設置許可基準規則と
技術基準規則とが同時適用されるのであって，基本設計と詳細設計の間に本来想定され
ていたはずのタイムラグはまったく存しない。技術基準省令や技術基準規則が詳細設計
の基準を定めるものと考えられてきたとすれば，それは，これら省令・規則の規定の詳
細度によるのではなく，「学協会規格」などと総称される電気協会や機械学会の定める
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諸規格が省令・規則の事実上の施行細則として機能してきたためではないか，と推測さ
れる。今後，実用炉の文字通りの新設が容易に見通し難いことを考え併せれば，設置許
可基準規則と技術基準規則とを統合した方がよいのではなかろうか。
　第二に，原子炉の「変更」とは何であり，また，変更許可申請に対する審査の範囲が
何であるのかがはっきりしない。設置許可申請書の「本文」記載事項の変更がすなわち
ここでいう「変更」だと解されてきたようであるが，所詮は業界内諒解に止まるもので
あって，確たる法令上の根拠をもつものではない。確かに，「本文」記載事項は，法令
の文言上，限定列挙されている（第 4号旧規制法下では実用炉規則 2条 1項各号，第 4号新
規制法下では同規則 3条 1項各号）。しかし，例えば，可搬設備は，変更許可の審査対象と
はなっていなかったのに，今回の「再稼動の申請」では審査対象とされる4）（つまりは「本
文」に記載される）ように，解釈次第で相当に伸縮が効くもののようである。また，「本文」
には，膨大な添付書類（第 4号旧規制法下では原子炉等規制法施行令 11 条 2 項，実用炉規則
2条 2項各号，第 4号新規制法下では同令 20 条の 2第 2項，同規則 3条 2項各号）が付属して
おり，従来，本文よりも添付書類の方が重要だ，などという聊か本末転倒した声が聞か
れた。今回の川内原発に係る審査書案においても，それに類する現象が見られる。審査
書案全 400 頁余の中で 3分の 1に近い分量を占めるのが，設置許可基準規則 37 条（重
大事故に至るおそれがある事故が発生した場合の炉心損傷を防止する措置を求めた規定）に適合
するか否かについての判断である5）。この部分は，直接には，（設置許可申請書の「本文」
の変更たる）変更許可申請書別紙 3「変更の内容」記載の「十，発電用原子炉の炉心の
著しい損傷その他の事故が発生した場合における当該事故に対処するために必要な施設
及び体制の整備に関する事項」（この記載の根拠規定は，原子炉等規制法 43 条の 3の 5第 2
項 10 号，43 条の 3の 8第 1項本文，同法施行令 20 条の 3第 3号，実用炉規則 5条 1項 1号， 3
項 1項 7号）に対する応答であるが，この「本文」中の「十」なる項には，事故対処に
必要な施設・体制の整備，想定事故の程度・影響の評価を行うための設定条件，評価結
果などが，簡略に記載されているだけで，それだけで当局の審査に必要な情報が与えら
れているとは思われない。実際の審査は，具体的なイベントツリーや計算式などが記載
された「添付書類十　変更後における発電用原子炉施設において事故が発生した場合に
おける当該事故に対処するために必要な施設及び体制の整備に関する説明書」（この記
載の根拠規定は，実用炉規則 5条 2項 10 号）を込みにして行われたものと推測される。し
てみれば，「本文」記載事項と添付書類との区別も怪しくなっているといえよう。
　次に，変更許可申請書の「本文」と添付書類とによって変更の範囲が特定されるとし
ても，当局の審査の範囲が何であるかという問題が残る。設置許可の要件がそのまま変
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更許可の要件でもある以上，変更の範囲の広狭にかかわらず，当該変更が原子炉等規制
法 43 条の 3の 6第 1項各号の要件を満足していることを，当初の設置許可にかかる審
査の場合と同様に行わなければならない，と解さざるを得ないかのようであるし，上に
述べたように，今回の審査書案では，実際にそうした作業がなされたように見える。し
かし，第 4号旧規制法下の実務において，軽微な，あるいは局所的な変更に係る申請で
あっても，フル・スコープの審査をしていたのか否かについては，私自身の調査不行届
きのために詳らかにし得なかった。上記の，「変更」の意義についてと同様，これまで
の変更許可申請書の実例を吟味しながら，引き続き検討したい。ただし，国内の原子力
施設すべての原子炉設置（変更）許可申請書を網羅的に所蔵し，提供しているところは
ないそうである6）。
2 ．許 認 可 等
　既述のように，世上いわゆる「再稼動の申請」とは，2013 年 7 月 8 日に「新規制基準」
が施行され，その定める基準に既設発電用原子炉を適合させるために，機器の新増設等
が必要となる場合が生じたことに伴って，発電用原子炉設置者が，原子力規制委員会に
対して，
　　①　原子炉の変更の許可（原子炉等規制法 43 条の 3の 8）
　　②　原子炉の変更の工事の計画の認可（同法 43 条の 3の 9）
　　③　保安規定の変更の認可（同法 43 条の 3の 24）
の各処分の申請をしていることを指しているのであった（本誌 11 巻 1 号 49 頁）。ところ
で，これらの機器の新増設等の工事は，法律上，上記の①，②に係る処分がなされては
じめて着手し得るものである。然るに，例えば，柏崎刈羽原発 6・ 7号機に係る圧力
逃がし装置（フィルタ付ベント）の設置工事は，これまた既述のように（本誌 11 巻 1 号 42
頁），2013 年 1 月から開始されたのに，上記の①，②の申請はようやく同年 9月 27 日
になってなされた。ことは何も，圧力逃がし装置に限られるわけではなく，本項末尾の
別表 8に示すように，多くの機器の新増設の工事が申請前に開始されていた。この間の
法律の適用関係はどのように整理されるのであろうか。
　再々述べたように，原子炉等規制法に発電用原子炉の設置・運転等の規制に関する節
（第 4章第 2節）が新設されて規制内容が大改正されたのは，17 条改正によるのであり，
時期的には本稿でいう D 期以降（2013 年 7 月 8 日以降）であるから，上記着工時期（多
くは B 期・C 期であろう）には，第 4号旧規制法が根拠法令であった。第 4号旧規制法の
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下でも，原子炉の変更には許可が必要であったことはいうまでもないところであり（26
条 1 項），圧力逃がし装置の新設が「原子炉の変更」に当たるとすれば，東京電力とし
ては，原子力規制委員会の許可を得なければならなかったはずである。また，工事計画
については，同法 73 条によって同法 27 条の同委員会の認可は要しなかったが，電事法
の次の規定による事前の認可・届出が求められていた。
　（工事計画）
第 47 条①　事業用電気工作物の設置又は変更の工事であつて，公共の安全の確保上特に重要
なものとして主務省令で定めるものをしようとする者は，その工事の計画について主務大臣
の認可を受けなければならない。ただし，事業用電気工作物が滅失し，若しくは損壊した場
合又は災害その他非常の場合において，やむを得ない一時的な工事としてするときは，この
限りでない。
②～⑤　（略）
第 48 条①　事業用電気工作物の設置又は変更の工事（前条第 1項の主務省令で定めるものを
除く。）であつて，主務省令で定めるものをしようとする者は，その工事の計画を主務大臣
に届け出なければならない。その工事の計画の変更（主務省令で定める軽微なものを除く。）
をしようとするときも，同様とする。
　ここで，「主務大臣」とは，原子力規制委員会および経済産業大臣であり（同法 113 条
の 2第 1項 1号），「主務省令」とは，経済産業省令・原子力規制委員会規則であって（同
条 3項），B 期・C 期（2012 年 9 月 19 日～ 2013 年 7 月 7 日）においては保安省令であった7）。
次頁に抜粋したのは，同省令 10 条 1 項の言及する別表第 1中，圧力逃がし装置に関係
すると思われる部分である。
　すなわち，第 4号旧規制法下で圧力逃がし装置を新設するためには，
　　Ⓐ　同法 26 条 1 項による原子炉の変更の許可
　　Ⓑ　電事法 47 条 1 項による事業用電気工作物変更工事の計画の認可
の各処分を受けなければ着工できなかったはずである。では，東京電力は上記Ⓐ，Ⓑの
処分を受けてから着工したのであろうか。結論からいえば，Ⓐの許可は受けていない。
同社が 2013 年 9 月 27 日付で原子力規制委員会に提出した柏崎刈羽原発 6・ 7号機の原
子炉設置変更許可申請書によれば，直近では，2010 年 4 月 19 日付の変更許可処分（固
体廃棄物処理系の固化剤の変更）が最後だからである8）。また，同様にⒷの認可も受けて
いないのではないかと推測される。というのも，上記の通り，同社は，圧力逃がし装置
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の新設について，第 4号新規制法 43 条の 3の 9第 1項の工事の計画の認可を申請して
いるが，Ⓑの認可を受けていたのであれば，同条による認可を受けているものとみなさ
れる（設置法附則 42 条 1 項）ため，改めて認可を申請する必要がなかったはずだからで
ある。
　仮に以上の推測に誤りがないとすれば，東京電力は，必要な許認可を受けることなく
原子炉を変更し，また，その工事に着手したのであるから，違法な行為を行ったことに
なる。第 4号旧規制法の下では，許可なく原子炉を変更した者には 1年以下の懲役もし
くは 100 万円以下の罰金が（78 条 10 号），電事法の下では，認可を受けることなく原子
力発電工作物の変更の工事をした者には 3年以下の懲役もしくは 300 万円以下の罰金が
（116 条 3 号），それぞれ科せられた。
　東京電力は，これらの行為を own risk で遂行したと解するほかないが，それは当局
も黙認していたと考えられよう。実際，第 4号旧規制法下で杓子定規に法令を適用して，
上記Ⓐ，Ⓑの処分を待って着工していたのでは，多くの日時を空費する結果になってい
工事の種類 認可を要するもの 事前届出を要するもの
発電所 1　設置の工事
2　変更の工事
　㈠　略
　㈡　発電設備の設置の工
事以外の変更の工事で
あって，次の設備に係
るもの
　 1　原動力設備
　　⑴　原子力設備
　　　イ～ヘ　略
　　　ト　原子炉格納施設
　　　チ～ヲ　略
　 2， 3　略
1　沸騰水型原子力発電設備
に係るものの改造であっ
て，次に掲げるもの
⑴　原子炉格納容器に係る
もの
⑵　原子炉建屋に係るもの
⑶　圧力低減設備その他の
安全設備（原子炉格納容
器調気設備にあっては，
原子炉格納容器バウンダ
リに係るものに限る。）
2， 3　略
1　沸騰水型原子力発
電設備に係るものの
改造（中欄に掲げ
るものを除く。）で
あって，圧力低減設
備その他の安全設備
（原子炉格納容器調
気設備に限る。）に
係るもの
2～ 4　略
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たであろうし，法令面でも，新規制基準施行前である以上，Ⓐについては，従前の平成
2年指針をはじめとする各種の指針類を，Ⓑについては，シビア・アクシデント対策関
連規定を欠いた技術基準省令を，それぞれ適用して審査しなければならないという，ま
ことに奇妙な事態が生じていたであろう。
　しかし，以上のような実質論によったとしても，違法の瑕疵を完全に治癒することは
できそうにない。この点に配慮したと見られるのが，「原子力規制委員会設置法の一部
の施行に伴う関係規則の整備に関する規則」（平成 25 年原子力規制委員会規則第 4号。平成
25 年 7 月 8 日施行）の附則中の次の規定である（現在では，実用炉規則の改正附則として整
理されている）。
第 3条　この規則の施行の際既に施設し，又は施設に着手した工事であって，この規則の施行
により設置法附則第 17 条の規定による改正後の核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制
に関する法律（昭和 32 年法律第 166 号。以下「第 4号新規制法」という。）第 43 条の 3の
9第 1項又は第 43 条の 3の 10 第 1 項の規定に該当するもの（設置法附則第 41 条の規定に
よる改正前の電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号。以下「旧電気事業法」という。）第 47
条第 1項又は第 48 条第 1項の規定に該当するものを除く。）については，第 4号新規制法第
43 条の 3の 9第 1項又は第 43 条の 3の 10 第 1 項の規定にかかわらず，当該各条の規定によ
る認可又は届出を要しない。
　すなわち，2013 年 7 月 7 日以前に着工した工事については，上記Ⓐ，Ⓑの処分を受
けていないことを前提に，41 条改正以前の（すなわち C 期までの）電事法 47 条・48 条に
よる工事計画の認可・届出が必要であったものについてのみ（「のみ」といっても，主立っ
た工事は押し並べて認可・届出を要したであろうが）第 4号新規制法上の認可を受け，ある
いは届出を行うことを求めて，いわば事後法で瑕疵を治癒することとしたのであろう。
　他方，変更の許可を受けていないことを事後的に治癒する立法措置まではとられてい
ない。しかし，新規制基準の要求をその施行時点で満たしていることを求めるのが原子
力規制委員会の方針であった9）以上，着工以前に変更の許可を得るのは，上に述べた
ように，時間的な余裕がないという意味でも，第 4号旧規制法下で審査せざるを得なく
なるという矛盾を抱えてしまうという意味でも，もともと無理な相談であった。そこで，
一種のやむを得ない便法として，規制当局と電力業界とが「握った」上で，新規制基準
施行後に，上記①～③の許認可の申請・審査を同時並行的に行う，という体制がとられ
たものと考えられる。
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3 ．バックフィット
　バックフィットとは，すでに許認可を受けて，その限りで適法に設置・使用・運転等
がなされている設備・施設に対して，新規規制，すなわち，許認可後に新設あるいは強
化された規制を適用することをいう，と一応解しておくこととする。この問題は，従来，
建築規制の世界で，「既存不適格」建築物について，増築等がなされない限り新規制を
適用しない─換言すればバックフィットを要求しない─こととの関連で語られるこ
とが多かった。
　いわゆるバックフィットの導入が，第 4号新規制法の目玉の一つであることはよく知
られている。その根拠規定と目されるのは，次の二つの条項である。
　（発電用原子炉施設の維持）
第 43 条の 3の 14　発電用原子炉設置者は，発電用原子炉施設を原子力規制委員会規則で定め
る技術上の基準に適合するように維持しなければならない。ただし，第 43 条の 3の 33 第 2
項の認可を受けた発電用原子炉については，原子力規制委員会規則で定める場合を除き，こ
の限りでない。
　（施設の使用の停止等）
第 43 条の 3の 23 ①　原子力規制委員会は，発電用原子炉施設の位置，構造若しくは設備が第
43 条の 3の 6第 1項第 4号の基準に適合していないと認めるとき，発電用原子炉施設が第
43 条の 3の 14 の技術上の基準に適合していないと認めるとき，又は発電用原子炉施設の保
全，発電用原子炉の運転若しくは核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染された物の運
搬，貯蔵若しくは廃棄に関する措置が前条第 1項の規定に基づく原子力規制委員会規則の規
定に違反していると認めるときは，その発電用原子炉設置者に対し，当該発電用原子炉施設
の使用の停止，改造，修理又は移転，発電用原子炉の運転の方法の指定その他保安のために
必要な措置を命ずることができる。
　②　（略）
　43 条の 3の 14 は，上記 1．のように，今回の「再稼動の申請」がなされるに至った
一連のプロセスの法律上の起点ともいうべき規定であり，43 条の 3の 23 は，適合性維
持義務に実効性を与えるための規定といえよう。
34 第 11 巻第 2号（2014）
　ところで，世上，第 4号新規制法の施行前には，原子力法制にはバックフィット制度
はなかった 10），といわれることがままあるが，この認識には疑問がある。少なくとも，
上記の 43 条の 3の 23 と同じ書き振りの規定は，第 4号旧規制法にも存在したからであ
る（〔　〕内は，A 期までの文言）。
　（施設の使用の停止等）
第 36 条①　原子力規制委員会〔主務大臣（外国原子力船運航者については，国土交通大臣）〕
は，原子炉施設の性能が第 29 条第 2項の技術上の基準に適合していないと認めるとき，又
は原子炉施設の保全，原子炉の運転若しくは核燃料物質若しくは核燃料物質によつて汚染さ
れた物の運搬，貯蔵若しくは廃棄に関する措置が前条第 1項の規定に基づく原子力規制委員
会規則〔主務省令又は国土交通省令〕の規定に違反していると認めるときは，原子炉設置者
又は外国原子力船運航者に対し，原子炉施設の使用の停止，改造，修理又は移転，原子炉の
運転の方法の指定その他保安のために必要な措置を命ずることができる。
②　（略）
　もっとも，第 4号旧規制法においては，上記の 36 条 1 項の前提たる実体法上の適合
性維持義務を明文で定めた規定は，既述のごとく（本誌 11 巻 1 号 40 頁）存在しなかった。
バックフィット制度の本体を実体法上の適合性維持義務に見出すとすれば，第 4号旧規
制法ではバックフィット制度は採用されていなかったと解することもできないではない。
しかし，第 4号旧規制法 29条の規定（本誌 10巻 4号 104頁で既出）をいま一度見てみよう。
　（施設定期検査）
第 29 条①　原子炉設置者は，主務省令で定めるところにより，原子炉施設のうち政令で定め
るものの性能について，主務大臣が毎年 1回定期に行う検査を受けなければならない。（た
だし書略）
②　前項の検査は，その原子炉施設の性能が主務省令で定める技術上の基準に適合しているか
どうかについて行う。
③　（略）
　確かに同条は，原子炉設置者に対して直接に適合性維持義務を課したものではない。
しかし，おおよそ 1年の間隔で実施される施設定期検査のたびごとに当該原子炉施設の
性能が技術上の基準に適合していることが確認されなければならない以上，適合性維持
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義務が課されているのと実質的に異なるところはないといえよう。してみれば，17 条
改正の前後で，バックフィットにかかわる規定のありように大きな変化は認められな
い。まとめれば次の表のようである。
表 13　バックフィット根拠規定の新旧比較
第 4号旧規制法 第 4号新規制法
適合性維持義務 29 条 2 項 43 条の 3の 14
保安措置命令 36 条 1 項 43 条の 3の 23
　問題は，適合性維持義務が，新規規制への追随義務をも含意しているか，という点に
ある。これは決して自明の事柄ではない。原子炉施設は，当初の設置・変更の時点で技
術上の基準に適合していたとしても，それが機械・機器の類であることの宿命として，
災害，事故，故障，劣化等によって，後発的に適合性を失うという事態が発生すること
は十分に考えられるが，適合性維持義務とはまさに，こうした事態が発生しないように
配慮すること，また発生した場合には速やかに修繕・取替等の措置をとることを義務づ
けるものであって，新規規制への追随まで義務づけるものではない，と考えることも可
能だからである。
　周知のように，表 13の規定と同趣旨の規定は，40 条改正・41 条改正の前後を通じて
電事法に存在している。
　（事業用電気工作物の維持）
第 39 条①　事業用電気工作物を設置する者は，事業用電気工作物を主務省令で定める技術基
準に適合するように維持しなければならない。
②　前項の主務省令は，次に掲げるところによらなければならない。
1　事業用電気工作物は，人体に危害を及ぼし，又は物件に損傷を与えないようにすること。
2　事業用電気工作物は，他の電気的設備その他の物件の機能に電気的又は磁気的な障害を
与えないようにすること。
3　事業用電気工作物の損壊により一般電気事業者の電気の供給に著しい支障を及ぼさない
ようにすること。
4　事業用電気工作物が一般電気事業の用に供される場合にあつては，その事業用電気工作物
の損壊によりその一般電気事業に係る電気の供給に著しい支障を生じないようにすること。
　（技術基準適合命令）
第 40 条　主務大臣は，事業用電気工作物が前条第 1項の主務省令で定める技術基準に適合し
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ていないと認めるときは，事業用電気工作物を設置する者に対し，その技術基準に適合する
ように事業用電気工作物を修理し，改造し，若しくは移転し，若しくはその使用を一時停止
すべきことを命じ，又はその使用を制限することができる。
　しかし，上記の電事法 40 条に関する当局者の解説 11）は，些か歯切れの悪いものと
なっている。
　事業用電気工作物のうち工事計画や使用前検査の対象となっているものは，工事計画の認可
を受け，又は使用前検査に合格した場合には，当然に技術基準に適合しないものでないものと
なる。しかしながら，工事計画や使用前検査の対象となっていない事業用電気工作物（使用前
自主検査を行う事業用電気工作物を含む。）であって技術基準に適合していない場合，又は設
置若しくは変更の工事後の周囲の環境の変化若しくは事業用電気工作物の損耗等により技術基
準に適合しなくなったにもかかわらずそのまま放置されている場合については，技術基準に適
合するよう監督する必要があり，本条の命令はそのような場合に発動されるものである。
　この解説は，電事法 39 条の適合性維持義務それ自体の内容について語っているもの
ではないが，仮に，新規規制に追随していないという理由では技術基準適合命令を発し
得ない，という趣旨で書かれているのだとすれば，適合性維持義務にもそもそもそうし
た追随義務は含まれないと考えている，と推測するのが素直であろう。
　しかし，このように考えることは可能ではあるが，説得的とは言い難い。第一に，電
事法 39 条，40 条についていえば，技術基準省令は前後 20 数回にわたって改正されて
いるから，同じ原子炉に，設置あるいは変更の時期が異なる機器が並存していれば（極
く新しい炉以外はたいていそうであろう），機器ごとに，適合すべき技術上の基準が異なる
こととなって，安全管理の質の面からも設置者が負担するコストの面からも，甚だ不合
理な事態が生ずることとなる。
　第二に，2013 年 7 月 8 日に施行された技術基準規則が既設の，すなわち，すでに設
置あるいは変更の許可を受けてその限りで適法に設置され運転されている実用炉に適用
されることには，疑問の余地がなく，関係者の誰もがそう解しているからこそ，現に「再
稼働の申請」がなされているのであるが，新規立法によって既設原子炉について新規規
制を適用することが許されるのであれば，既存の法令の改正によって同じことができな
いはずがない。バックフィットを否定する趣旨の規定が電事法本体あるいは各回の技術
基準省令の改正省令にない限り，新規規制は既設原子炉にも適用される，すなわちバッ
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クフィットが要求される，と解すべきである。
　第三に，この種の適合性維持義務が新規規制への追随義務をも含むものと解すべき傍
証が，他の法令に存する。消防法（昭和 23 年法律第 186 号）は，制定以来，学校はじめ
大規模で多数の人が出入りする建築物について消火器その他の消防用設備の設置を義務
づける規定を置いてきたが，それが，次の表 14に示すように，「消防法の一部を改正す
る法律」（昭和 35 年法律 117 号）によって大幅に改正された。なお，古い法令であるため，
同法には，条ごとの見出しが付されていない。
表 14　消防法のバックフィット規定
改　正　前 改　正　後
第 17 条　学校，工場，事業場，興行場，百
貨店，旅館，飲食店その他市町村条例の指
定する建築物その他の工作物の所有者，管
理者又は占有者は，市町村条例の定めると
ころにより，消火器その他消防の用に供す
る機械器具及び消防用水並びに避難器具を
設備しなければならない。
第 17 条　学校，病院，工場，事業場，興行場，
百貨店，旅館，飲食店その他の防火対象物
で政令で定めるものの関係者は，政令で定
める技術上の基準に従って，政令で定める
消防の用に供する設備，消防用水及び消火
活動上必要な施設（以下「消防用設備等」
という。）を設置し，及び維持しなければ
ならない。
②　（略）
第 17 条の 2 ①　前条第 1 項の消防用設備等
の技術上の基準に関する政令若しくはこれ
に基づく命令……の規定の施行又は適用の
際，現に存する同条第 1項の防火対象物に
おける消防用設備等（消火器，避難器具そ
の他政令で定めるものを除く。以下この条
及び次条において同じ。）又は現に新築，
増築，改築，移転，修繕若しくは模様替え
の工事中の同条同項の防火対象物に係る消
防用設備等がこれらの規定に適合しないと
きは，当該消防用設備等については，当該
規定は，適用しない。この場合においては，
当該消防用設備等の技術上の基準に関する
従前の規定を適用する。
②　前項の規定は，消防用設備等で左の各号
の一に該当するものについては，適用しな
い。
　 1～ 3　（略）
　改正後の同法 17 条 1 項の設置維持義務がバックフィットを要求しない趣旨であるな
らば，17 条の 2 12）第 1 項で既存防火対象物についてバックフィットの義務がないこと
を注意書きし，さらに，同条 2項で義務がないことの例外（つまりはバックフィット義
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務があること）を規定する 13），などという込み入った手法をとる必要はなかったであろ
う。改正後の 17 条 1 項はもともとバックフィット─消防法の世界では，ややミスリー
ディングな表現ながら，「既存遡及」，「遡及適用」などの言葉が用いられるようである
が─を含意しているのであり，そうであるならば，同じ規定の体裁をもち，しかも上
記の消防法改正よりも後に作られた電事法 39 条 1 項 14），第 4号新規制法 43 条の 3の
14（引いては，上記の消防法改正以前の規定ではあるが，第 4号旧規制法 29 条 2 項）も同じ趣
旨に解するのが素直であろう。
　ところで，施設定期検査においては，原子炉施設の性能が第 4号旧規制法 36条 1項に
いう「第 29条第 2項の技術上の基準」に適合しているか否かについて確認がなされるの
であったが，既述のように（本誌 10 巻 4 号 105-106 頁），第 4号旧規制法 73 条（厳密には，
A 期までの同条）によって，下記の表 15の実用炉と（実用）舶用炉には同法 29 条の規定
は適用されなかった。しかしそれは，同法による施設定期検査に代えて電事法・船舶安
全法による定期検査がなされるというだけのことであって，実用炉と（実用）舶用炉に
ついて上記の「技術上の基準」が存在し得ないことや，その技術上の基準への不適合を
理由とする保安措置命令が発出され得ないことまで，当然に含意するとは思われない。
　しかし，実用炉に関する限り，技術上の基準への不適合を理由として第 4号旧規制
法 36 条 1 項を発動する余地はなかったものと思われる。規制当局と電力業界との間の
cozy な関係の然らしむるところであった，という政治的な理由の存在を指摘したいか
らではない（そうした関係が存在しなかった，などといっているのではもちろんない）。
　やや込み入った話になるが，A 期までの原子炉等規制法では，原子炉の種別に応じて
設置の（したがって変更の）許可権者が，以下のように異なっていた。
表 15　原子炉設置の許可権者
原子炉の種別 許可権者（主務大臣） 根拠条文
発電の用に供する原子炉（「実用発電用原子炉」，い
わゆる「実用炉」）
経済産業大臣 23 条 1 項 1 号
船舶に設置する原子炉（「実用舶用原子炉」，いわゆ
る「（実用）舶用炉」）
国土交通大臣 同項 2号
試験研究の用に供する原子炉（いわゆる「研究炉」） 文部科学大臣 同項 3号
発電の用に供する原子炉であって，研究開発段階に
あるものとして政令で定める原子炉（いわゆる「研
開炉」）
経済産業大臣 同項 4号
発電の用に供する原子炉以外の原子炉であって，研
究開発段階にあるものとして政令で定める原子炉
文部科学大臣 同項 5号
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表 16　「技術上の基準」を定める根拠規定
原子炉の種別 根拠規定
実用炉 実用炉規則 3条の 17
（実用）舶用炉 実用舶用原子炉の設置，運転等に関する規則（昭和 53 年運輸省令第 70 号）
15 条
研究炉および 
非発電用研開炉
試験研究の用に供する原子炉等の設置，運転等に関する規則（昭和 32 年総
理府令第 83 号）3条の 17
研開炉 研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置，運転等に関する規則
（平成 12 年総理府令第 122 号）21 条
　通常「原発」と呼ばれているのが，上記の実用炉である。（実用）舶用炉の最大の「お
得意様」は，もちろん軍艦，それも潜水艦であるが，原子力の平和利用を国是とする日
本（原子力基本法 2条，第 4号新規制法 24 条 1 項 1 号，43 条の 3の 6第 1項 1号）ではこの
種の用途は考えられず，かつては商用船への実装が志向されたが，今までのところ実例
は存しない。研究炉は，大学その他の研究機関に設置されており，原子炉そのものの技
術開発のほか，基礎物理学，工学，医学などの研究に用いられている。研開炉として政
令で定められているのは，高速増殖炉すなわち「もんじゅ」と重水減速沸騰軽水冷却型
原子炉すなわち「ふげん」とであって（A 期の原子炉等規制法施行令 12 条 1 項，現行では同
令 1条），前者は（建前上は）なお性能試験段階にあり，後者は 2003 年に運転を終了した。
また，「発電の用に供する原子炉以外の原子炉であって研究開発段階にあるものとして
政令で定める原子炉」（特に通俗名はないようなので，仮に「非発電用研開炉」と呼んでおく）
は，「当分の間，特定型原子炉のうち，船舶に設置する軽水減速加圧軽水冷却型原子炉
（減速材及び冷却材として加圧軽水を使用する原子炉であつて蒸気発生器が構造上原子炉圧力容
器の外部にあるものをいう。）」（A 期の原子炉等規制法施行令 12 条 2 項）であって，原子力船
「むつ」の原子炉があったが，周知のように廃船となったので，現在実例はない。
　さて，A 期においては，原子炉の種別に応じて，上記の第 4号旧規制法 29 条 2 項の
「技術上の基準」を定める根拠規定も，以下のように異なっていた。
　問題は，実用炉に係る「技術上の基準」を定める実用炉規則 3条の 17 であり，改め
て引用すると，以下のようである。
　（施設定期検査の技術上の基準）
第 3条の 17　法第 29 条第 2項に規定する性能の技術上の基準は，次の各号に掲げるとおりと
する。
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1 　法第 43 条の 3の 2第 2項の認可を受けた後において法第 27 条第 1項の認可を受けた原
子炉の附属施設
イ　第 3条の 6各号に掲げる性能の技術上の基準に適合していること。
ロ　原子炉の附属施設の放射性物質の漏えいを防止する能力その他の性能が，法第 28 条
の使用前検査において経済産業大臣が合格と認めた状態に維持されていること。
2　前号に規定する施設以外の原子炉施設　原子炉施設の放射性物質の漏えいを防止する能
力その他の解体に着手した後において維持する必要がある性能が発電用原子力設備に関す
る技術基準を定める省令（昭和 40 年通商産業省令第 62 号）に規定する技術上の基準に適
合していること。
　私は，本稿⑴で，同条について以下のように述べた（本誌 10 巻 4 号 105 頁）。
　同条 1号の「法第 43 条の 3の 2」とは，廃炉措置について定めた規定であるので，稼働中
の原子炉施設（および，廃炉工程中の原子炉の本体部分）はすべて 2号の支配を受けることと
なる。すなわち，施設定期検査では，技術基準省令への適合が確認されるのである。
　わずか半年前の記述であるから，舌の根も乾かぬうちにお恥ずかしい限りではある
が，実は，間違ったことを書いたのではあるまいか。当時も，稼働中の原子炉について
「解体に着手した後」の性能について規定するのはいかにも奇妙であると感じていたの
であるが，同条 2号が何の限定も施さずに「前号に規定する施設以外の原子炉施設」と
規定しているので，そこには文字通り， 1号の定める施設，すなわち，廃止措置計画の
認可および工事方法の認可を受けた原子炉の附属施設以外のすべての原子炉施設，した
がって稼働中の原子炉が含まれる，と解するほかない，と考えたのである。
　しかしやはり， 2号の「解体に着手した後」の文言は，稼働中の原子炉にはそぐわな
い。むしろ，同号にいう「前号に規定する施設以外の原子炉施設」とは，廃止措置計画
の認可を受けた原子炉であって 1号に該当しないものを指す，と解した方が自然なので
はなかろうか。解体が廃止措置の一部であることは，法令も予定しているところである
（第 4号旧規制法 43 条の 3の 2第 1項，C 期までの実用炉規則 19 条の 6第 1項 5号）。そうす
ると，廃止措置計画の認可を受ける以前の─大雑把にいえば稼働中の─原子炉につ
いては，「技術上の基準」がそもそも存在しなかったことになるが，それはそれで実際
上の不都合はなかったものと推測される。第 4号旧規制法下の実用炉については，既述
のように，同法 73 条の規定によって，同法 29 条の施設定期検査に代えて電事法 54 条
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の定期検査が実施され，技術基準省令の定めが「技術上の基準」に当たるものとして位
置づけられていたからである。当面不要であるために，稼働中の実用炉については「技
術上の基準」が定められないままに終わったと解されよう。
　元を糺せば，制定当初の実用炉規則には，施設定期検査においてそれへの適合性を確
認すべき「技術上の基準」はまったく規定されておらず，その3条の 17は，ようやく「実
用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則の一部を改正する省令」（平成14年経済産業省
令第 22 号）によって加えられた。では何のために，同条が新設されたのであろうか。東海
発電所が 1998 年 3月末に営業運転を停止して廃炉のフェーズに入ったためではなかった
か，と推測されるのであるが，私がそう推測する理屈の道筋は以下のようなものである。
　廃炉に当たっては，電事法 9条 1項による電気工作物の変更の届出がなされるが，厳
密に届出時点であるか否かはともかくとして，当該原子炉は発電用の電気工作物である
ことを止め 15），それに伴って，「発電用の
4 4 4 4
ボイラー」等々として定義されている電事法
55 条 1 項の「特定電気工作物」であることも，54 条 1 項の「特定重要電気工作物」で
あることも止めて，同法上の定期検査・定期事業者検査の対象から除外されることとな
る。そうすると，第 4号旧規制法 73 条は適用されなくなり，規制の体系が，電事法か
ら原子炉等規制法にいわば「本卦返り」する結果，施設定期検査に係る「技術上の基準」
が必要となったために実用炉規則 3条の 17 はじめ，施設定期検査など各種の検査に関
連する一連の規定が新設された。
　以上の推測が誤っていないとすれば，同条が廃炉工程中の実用炉，より厳密にいえば，
廃止措置計画の認可を受けたそれに適用対象を限定していることも頷ける 16）。そして，
稼働中の実用炉については「技術上の基準」が存しなかったため，それへの不適合を理
由として第 4号旧規制法 36 条 1 項による保安措置命令を発出することは不可能であっ
たことになろう。
　なお第 4号新規制法では，上記の原子炉の種別の 5分類は，法律のレベルでは姿を消
し 17），
　　発電用原子炉（実用炉および研開炉） 同法 4章 2節で規制
　　試験研究等原子炉（発電用原子炉以外の原子炉） 同法 4章 1節で規制
の 2分類に統合整理されたが，前掲の表 16に掲げた原子炉の種別に対応する各「設置，
運転等に関する規則」は，所要の改正を経て今日も存続している 18）。
　ところで，2006 年に改訂された「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」（平
成 18 年 9 月 19 日原子力安全委員会決定。いわゆる「新耐震指針」）についてのバックフィッ
トの可否をめぐって，東日本大震災後に，阿部泰隆氏 19）と高橋滋氏 20）との間で議論の
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応酬があった。そこでは，仮に新耐震指針についてバックフィットが適用されるとして，
福島第一原発の 6機あるいはそれ以外の発電用原子炉にいかなる具体的な帰結がもたら
されるのかが判然としなかった上に，（新旧の耐震指針ではなく）平成 2年指針の問題であ
る全交流動力電源喪失の問題（指針 27）が混入するなど，私には議論の筋道を十分にた
どることができなかった。しかし，私に理解できる範囲でいえば，技術基準省令を新耐
震指針の内容を取り込むように改正していれば，改正規定を既設原子炉に適用し，その
結果，不適合があれば電事法 40 条に基づく技術基準適合命令を発することが法的には
可能であった，と考えられる限りで，阿部氏の見解は正当であるといえよう。他方，原
子力安全委員会の内規の一つが改訂され，それに適合しないという理由では，技術基準
省令の定める基準に係る不適合ではない以上，技術基準適合命令を発することはできな
い，という限りで高橋氏の見解も正当であるといえよう。ただし，高橋氏が，第 4号旧
規制法の下ではバックフィット制度がおよそ存在していなかったかのようにいい，その
理由として，上記の基本設計＝詳細設計の二段階規制論を持ち出しているのは，私には
その趣旨が理解できなかった 21）。同氏も挙げる技術基準省令 5条の 2 ─東日本大震
災後に新設された，津波対策を求める規定─は，バックフィットしないのであろうか。
　最後に，バックフィットの本格導入に伴って，補償の要否が今後真剣に議論されなけ
ればならなくなるであろう 22）が，実用炉を保有する一般電気事業者は，バックフィッ
トに要するコストを電気料金の形で回収することが可能なので（いわゆる規制部門におい
ては，料金算定上の「総括原価方式」という形で法律上保障され，いわゆる自由化部門において
も，事実上可能である），当面は補償を要しないであろう 23）。
4 ．原賠法 3条 1項ただし書に関する裁判例
　私は，2013 年 9 月に日本経済新聞に掲載した小論のなかで，東日本大震災が原子力
損害の賠償に関する法律 3条 1項ただし書の「異常に巨大な天災地変」に当たるか否か
について明言した裁判例は，最高裁にはもとより下級審にも存在しない，と書いた 24）
が，「当たらないとした 2012 年 7 月 19 日の東京地裁判決がある以上，安念の言うとこ
ろは間違っているので訂正せよ」という趣旨の要請が読者から寄せられた，と編集者か
ら教えられた。そこで，「その事件は国家賠償請求訴訟で，公務員の行為に過失があった
か否かが争点となっていて，裁判所は，公務員が『異常に巨大な天災地変』には当たら
ないという前提で行動しても，それはそれで成り立つ見解なので過失はないといったの
であり，東日本大震災が『異常に巨大な天災地変』には当たらないと明言したわけでは
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ない」，といった趣旨の返答を，やはり編集者を通じてしてもらったという経緯がある。
　この判決は，関係者の間ではよく知られている東京地判平成 24・ 7 ・19（判時 2172
号 57 頁）である。東京電力の個人株主と思しき原告が，同社に損害賠償義務ありという
前提で原子力損害賠償紛争審査会の立上げをはじめとする諸施策を国が講じたことは，
国賠法上違法であるので，株価下落相当分 150 万円の損害の賠償を求めるとして国を被
告に訴えを提起した珍しい事案であった。裁判所は，従来の国会における議論や諸文献
の記載などに照らして，「異常に巨大な天災地変」を「人類がいまだかつて経験したこ
とのない全く想像を絶するような事態に限られるとした上，本件震災はそのような事態
に該当しないと判断し，これを前提として〔上記諸施策などの〕本件行為が行われたとし
ても，これをもって担当公務員が職務上通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく漫然
と当該行為をしたとは認められない」と判断した。判旨をどう評価するかの問題である
から，私の見方が唯一正しいというつもりはないが，東日本大震災が「異常に巨大な天
災地変」に当たらないと明言した裁判例とは読み難いのではなかろうか。
　私は，今年はじめに，あるウェブ・マガジン上で上記の日経の小論と同趣旨のことを
書いた 25）ところ，「安念は東京地裁の判決も知らずにエラそうなことを語っている」と
いった式の書き込みがウェブ上で散見されたので，本稿の主題とは直接関係しないが，
この際一言弁明しておく。
5．結 論
　同じことの繰り返しでしかないが，本稿の結論は，以下の通りの至って月並みなもの
である。
①　発電用原子炉設置者には，（施設）定期検査中であるからという理由で，発電用
原子炉を停止させていなければならない法律上の義務はない。
②　発電用原子炉設置者には，原子炉の変更の許可等の許認可を申請しているという
理由で，発電用原子炉を停止させていなければならない法律上の義務はない。
③　したがって，他に原子炉の運転を妨げる法律上の原因がない限り，発電用原子炉
設置者は，停止中の発電用原子炉の運転を適法に再開することができる。
　なお，①，②のいずれについても，工学的・技術的な理由から原子炉の運転を停止させ
ざるを得ない事情が存在し得ることについても，縷々述べた通りである。例えば，川内原
発1・ 2号機について，九州電力は，原子炉格納容器内に水素爆発を防止するための静的
触媒式水素再結合装置を設置しようとしている 26）が（設置の根拠規定は，設置許可基準規則
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52 条，技術基準規則 67 条），この設置工事には当然原子炉の運転停止を要するであろう。
　さて，現在，いわゆる「再稼動の申請」がなされ，それと同時並行的に機器の新増設
等の工事が進行しているのは，技術基準規則の定める基準に係る不適合事項が現に存在
しているからにほかならない。2013 年 7 月 8 日の段階ですでに不適合事項がすべて解
消されていたのなら，逆説的ながら，新規制基準を制定・施行する必要もなかったであ
ろう。そこで，不適合事項が存する以上，発電用原子炉設置者としては当該原子炉の
運転を停止する義務を負い，規制当局は，運転の停止を命ずることができる（あるいは，
命じなければならない）という見方が生まれるのは，理解しやすいところである。例えば，
日本弁護士連合会は，2012 年末の時点で，次のように述べている 27）。
　原子炉に関する技術上の基準は，原子炉の安全性を担保する最低基準であると同時に，原子
炉が事故を起こした場合には，後に述べる福島第一原発事故を見ても明らかなように，極めて
多数の人たちに対して甚大な被害を及ぼすことになる。したがって，法律の条文では「停止を
命ずることができる」とされていても，原子炉が技術上の基準に合致していない場合は，原子
力規制委員会及び経済産業大臣には裁量の余地はなく，その停止を命じなければならないもの
と解すべきである。
　しかしながら，等しく不適合事項とはいっても，そこには，自ずから事の軽重の差が
あり，電事法 40 条の適合性維持命令にせよ，第 4号新規制法 43 条の 3の 23 第 1 項の
保安措置命令にせよ，法の一般原則たる比例原則が介入するのは当然であって，だから
こそ，命令の内容として，使用の停止ばかりでなく，改造，修理等が挙げられているの
である。したがって，いかなる不適合事項についても一律に，しかも必要的に原子炉の
使用の停止が命令されなければならない，などという議論は，通常の法律家の感覚から
は遠いものがある。同様に，第 4号新規制法 43 条の 3の 14 の適合性維持義務が新設さ
れたからといって，不適合事項があれば，その性質・軽重の如何を問わず，発電用原子
炉設置者はつねに当該原子炉の使用を停止する実体法上の義務を負う，などとは到底考
えられない。
　ところで，本稿別表 1（本誌 10 巻 4 号 124-125 頁）に見るように，今日，大部分の実用
炉は（施設）定期検査中である（ことになっている）が，原子炉を停止していなければ実
施できない工程が終了していれば（おそらく，ほぼすべての炉がそうであろう），いわゆる
調整運転を開始すればよい。第 4号新規制法上の定期事業者検査が，当該発電用原子炉
施設が技術基準規則の定める基準に適合していることを確認するために実施される（43
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条の 3の 16 第 2 項）以上，不適合事項が存する現状では，原子力規制委員会としても施
設定期検査終了証（実用炉規則 53 条 1 項）を交付することはできないであろうが，それ
は，工事の完成その他によって不適合事項が解消してからにすればよいのであって，そ
の間，調整運転をなし得ない法律上の原因があるとは思われない。
　私は，2012 年 5 月から，経済産業大臣の諮問機関である「総合資源エネルギー調査会」
の下部組織である「総合部会」の，そのまた下部組織の「電気料金審査専門委員会」（2013
年 6月 30日に同省の審議会の組織替えがあり，それ以後は，「総合資源エネルギー調査会電力・ガ
ス事業分科会電気料金審査専門小委員会」）なるものの委員長を務めているが，2013 年 3 月
6日の会合で「原子力発電所を再稼働することは法的にはノープロブレムである」28）と
述べたところ，無名の一学者の発言にもかかわらず意外に多くの反響（大部分は叱責）を
呼び，なかには，「ノープロブレム」だという安念の方が「脳プロブレム」だ，などと叱
られている当人が思わず膝を打ちたくなるような Web 上の記事もあって，ここは，放
言の責任上，法的な吟味を加えなければなるまいと本稿の執筆を思い立った次第である。
　それにしても，法律上の原因がないのになぜ福島第一・福島第二の合計 10 機を除く
実用炉 44 機のすべてが運転を停止しているのであろうか。その経緯を時系列的に跡付
けることは，それほど困難ではない。
　民主党政権下，平成 23 年 7 月 11 日付で，「我が国原子力発電所の安全性の確認につ
いて（ストレステストを参考にした安全評価の導入等）」29）なる文書が，以下の 3人の国務
大臣を名義人として発せられた。
　　　内閣官房長官　　　　　枝野　幸男
　　　経済産業大臣　　　　　海江田万里
　　　内閣府特命担当大臣　　細野　豪志
　この文書は，稼働中の原子炉は「適法に運転が行われており」，定期検査中のそれも「現
行法令に則り安全性の確認が行われている」，と認めながら，定期検査後の再稼動に対す
る国民の不安が強いとして，「欧州諸国で導入されたストレステストを参考に，新たな手
続，ルールに基づく安全評価を実施する」とした。このストレステストは，一次評価と二
次評価とからなり，前者は，定期検査中の原子炉について安全尤度を確認するものであり，
後者は，全原子力発電所について総合的な安全評価を実施するものとされ，周知のよう
に，関西電力大飯発電所 3・ 4号機が 2012 年 3 月に一次評価に合格（正確には，一次評
価の結果を原子力安全委員会が最終的に確認）して同年 8月に営業運転再開に漕ぎ着けた。
　ところが，原子力規制委員会の発足（2012 年 9 月 19 日）早々，田中俊一委員長は記者
会見の席上，「もともとストレステストというのは，法的根拠があって」のものではない
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という（それ自体としては完全に正しい）認識を披瀝したのに続いて，次のように述べた 30）。
　「……若干政治的判断で事業者にそれを求めた」という経緯があり，「私どもがそれをやるか
やらないかということについては，やらなくていいとかということは申し上げているつもりは
ないです。事業者がみずからの努力で，いろいろなみずからの持っている施設の安全性を高め
るという観点でやられるというのは，大いにやっていただいたらいいと思います。それは一次
であろうが，二次であろうが。ただ，それをもって私たちが再稼働の是非は判断しないという
ことです。」
　新規制基準の制定・施行を急いでいた原子力規制委員会としては，「二度手間」を避
ける意味でやむを得ない態度表明ではあったが，一次評価の結果を原子力安全・保安院
に報告していた大飯 3・ 4号機以外の 28 機については，電力各社はいわば梯子を外さ
れた形となり，運転再開への当面の出口が塞がれてしまったところへ，2013 年 7 月 8
日の新規制基準の施行を迎え，いわゆる「再稼動の申請」に対する許認可を得て始めて
運転を再開できる，と何となく
4 4 4 4
思われるようになったのであろう。
　もちろん，定期検査であれ「再稼動の申請」であれ，それらが原子炉の運転を停止す
る義務を伴うものではなく，したがって，発電用原子炉設置者としては，他に法的な障
害がない限り運転を適法に再開できるのであり，この点に関しては，私の知る限り，電
力業界や資源エネルギー庁の関係者に異論は見られない。本稿が以上に述べてきたこと
は，電力の専門家にとっては自明の事柄でしかないのである。
　しかし，世間の「空気」は，これとはよほど異なるらしい。2014 年 2 月 13 日に提出
された菅直人元首相の質問主意書（「原発の再稼動と地域防災計画に関する質問主意書」）に
おいて同氏は，「停止している原発を再稼動させる場合，原子力規制委員会は平成 24 年
に改正された原子炉等規制法に基づき，新規制基準に適合するときにのみ再稼動を認可
することができると承知しているがそれで正しいか」と問い，これに対して安倍政権は，
「同法において，発電用原子炉の再稼動を認可する規定はない」と応じた 31）。この応答
は，二重の意味で驚くべきものというほかはない。福島第一原子力発電所事故の処理の
衝に当たった元首相は，原子力規制委員会に再稼動の許可権限があると思い込み，他方，
現首相は，法的に正しい解答をおそらくは知っていながら，原子力規制委員会の審査が
終わったものから再稼動させる（換言すれば，それまでは再稼動はできない），と繰り返し
発言しているからである。迷いもなく率先垂範して空気を醸成するものと，迷いつつ空
気に棹差すものとの違いはあろうが，大きな隔たりといいにくい。
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　法律の専門家はどうであろうか。日本弁護士連合会は，2012 年末の時点で，「……原
子力規制委員会は，福島原発事故を受けて，安全指針類を改訂中であり，これらの安全
指針類は 2013 年 7 月をめどに策定し，その後に既存の原発の適合性を審査する旨述べ
ており，新指針に適合すると認められた後でなければ，再稼働がされることはあり得な
い」と，何ら法令の根拠を吟味することなく述べている 32）。また，松本充郎氏は，「明
文規定による授権のない原子炉設置許可処分という行政行為の凍結」によって原子炉の
運転が停止されているのだという 33）。私は，40 年近く前に塩野宏教授の行政法の講義
を聴いてこの方，不明にして「行政行為の凍結」なる概念に接する機会を得なかった。
思わぬところで学問をさせてもらった。
　もはや事態は明らかであろう。原発は，法の力によってではなく，法律の専門家も非
専門家もひとしなみに包み込むしっとりとした空気─それこそが，多くの人の振舞い
を強く規制していることに鑑みれば，「主権的空気」という尊称で呼ぶのが相応しかろ
う─の力で停まっているのである。日本は，法治の国でなく，といって人治の国でも
なく，空気主権の国であった。
〔後記〕　本稿執筆に当たって，勝野哲氏（中部電力株式会社代表取締役副社長執行役員），都築
直史氏（経済産業省大臣官房参事官）から法令に関する御懇篤な御教示に与った。記して謝意
を表する。本稿の問題関心に直接応えてくれる二次資料がほとんどないため，執筆は大いに難
渋した。両氏の御教示にもかかわらず，もっぱら筆者の責に帰すべき誤りが驚くほど多くある
に違いないと恐れている。大方の御叱正を待って改善に努めたい。
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条 3 項 2 号）であったにもかかわらず，この「主務省令」が制定された形跡がない。この間の事
情については，残念ながら詳らかにし得なかった。
17）　厳密にいえば，15 条改正によって，表 15に示すように各主務大臣に分属していた規制権限が
原子力規制委員会に一元化された段階で，本文の 5分類は法律のレベルでは姿を消していた。た
だし，「実用発電用原子炉」なる用語は，第 4号新規制法でも用いられている（43 条の 4第 1項）。
実用炉規則，設置許可基準規則，技術基準規則が，それ自体には何らの定義規定も置いていない
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のに，いずれも「実用発電用原子炉」という用語を含む題名をもち，その 1条で「実用発電用原
子炉及びその附属施設」を適用対象とする旨規定しているのは，こうした事情による。
18）　ただし，「研究開発段階にある発電の用に供する原子炉の設置，運転等に関する規則」は，題名
が「研究開発段階発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」に改められ（原子力規制委員会設
置法の一部の施行に伴う関係規則の整備に関する規則〔平成 25 年原子力規制委員会規則第 4号〕
16 条），「実用舶用原子炉の設置，運転等に関する規則」も，「船舶に設置する原子炉（研究開発
段階にあるものを除く。）の設置，運転等に関する規則」に改められた（原子力規制委員会設置法
の施行に伴う国土交通省関係省令の整備に関する省令〔平成 24 年国土交通省令第 75 号〕 9条）。
19）　阿部泰隆「原発事故から発生した法律問題の諸相─原子炉等規制法，電気事業法，災害対策基
本法」自治研究 87 巻 8 号（2011 年） 3頁以下。
20）　高橋滋「福島原発事故と原子力安全規制法制の課題」高木光ほか編『行政法学の未来に向けて』
（有斐閣，2012 年）395 頁以下。
21）　また，川合敏樹「原子力発電所の安全規制の在り方に関するノート─既存の原子力発電所に対す
るバックチェックおよびバックフィットの現状と課題」国学院法学 47巻 3号（2009 年）133頁以下
（特に 147 頁）は，原子力規制や消防法の分野を含めて，「体系的なバックチェックやバックフィッ
トの制度は法定されていない」と述べているが，これまた私にはどういう意味か理解できなかった。
22）　いわゆる既存不適格問題と補償の要否については，塩野宏『行政法Ⅰ』（第 5版補訂版，有斐
閣，2013 年）64 頁注 2。また，本文で述べた消防法 17 条の 2（現行法の 17 条の 2の 5）第 2項
のバックフィットに補償を要しないことについては，関東一『消防法の研究』（第 2版，近代消防
社，2010 年）501-521 頁。
23）　いわゆる電力の小売完全自由化後も，今日の一般電気事業者（自由化後の「みなし小売電気事
業者」）については，供給義務と抱き合わせの形で，総括原価方式を伴う料金規制が維持される（電
気事業法等の一部を改正する法律〔平成 26 年法律第 72 号〕附則 18 条）。
24）　安念潤司「経済教室　東電をどうすべきか㊦」日本経済新聞 2013 年 9 月 25 日朝刊 33 頁。
25）　安念潤司「【論点 11】原発と東電　電力業界の“ヤバい”状況のツケは国民に回る」DIAMOND 
Online　2014 年 1 月 22 日（http://diamond.jp/articles/-/47399）。
26）　九州電力株式会社「川内原子力発電所の発電用原子炉設置変更許可申請書（ 1号及び 2号
発電用原子炉施設の変更）」（平成 25 年 7 月 8 日付）添付書類（http://www.nsr.go.jp/activity/
regulation/press/PWR/data/25/07/0708_04_07.pdf） 8（1）­14­22 頁， 8（2）­14­22 頁。
27）　日本弁護士連合会「関西電力株式会社大飯原子力発電所の運転停止を求める意見書」（2012 年
12 月 20 日付）（http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2012/opinion_121220.
pdf） 7 頁。なお，いかにも重箱の隅を突っつくような言い方になるが，「大飯原子力発電所」で
はなく「大飯発電所」が正式名称である。
28）　総合資源エネルギー調査会総合部会第 21 回電気料金審査専門委員会議事録（http://www.meti.
go.jp/committee/sougouenergy/sougou/denkiryokin/pdf/021_gijiroku.pdf）44 頁。
29）　http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/pdf/20110711-3nisa.pdf
30）　2012 年 9 月 26 日原子力規制委員会記者会見録（https://www.nsr.go.jp/kaiken/data/20120926 
sokkiroku.pdf）17 頁。
31）　http://www.shugiin.go.jp/internet/itdb_shitsumon.nsf/html/shitsumon/a186034.htm
32）　日本弁護士連合会・前掲（注 27） 1 頁。
33）　松本充郎「原子力リスク規制の現状と課題」阪大法学 63 巻 5 号（2014 年）1480 頁。また松本
氏は，御丁寧にも，本文で述べた私の電気料金審査専門委員会における放言にも言及して，「原子
炉設置許可処分の撤回について法律の根拠が必要であるとの安念教授の議論は傾聴に値する」と
述べている（同頁）。折角傾聴してくれているのにこういうのも憚られるが，私は，許可処分の撤
回について述べたつもりなどまったくない。原発停止に法的根拠がまるでない，と指摘したまで
である。そもそも同氏のいう「撤回」やら「凍結」やらは，何時いかなる形式でなされたのか。
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別表 9　柏崎刈羽原子力発電所 6，7号機における新規制基準への対応および安全対策実施状況について
平成 25 年 9 月 27 日現在
新たに要求する機能
柏崎刈羽原子力発電所 6，7 号機において講じている安
全対策の例
6号機 7号機
以下のような対策を実施する。また必要な手順を整備，
訓練を実施する。
???????????????????????
許 5条 技 6条 基準津波により安全性
が損なわれないこと
柏崎刈羽原子力発電所における入力津波は 6m，遡上高
さは最高 8.5m。
6，7 号機は敷地高さ 12m に設置されているため，入力
津波が敷地に遡上することは無い。
海とつながる取水路等の開口部に対して浸水防止設備を
設置することで重要機器への影響を防止。
工事中 工事中
5 6 津波防護施設等は高い
耐震性を有すること
浸水防止設備について耐震性を確認 済 済
3 4 後期更新世（約12～13
万年前）以降の活動が
否定出来ない場合，中
期更新世（約 40 万年
前）まで遡って活動性
を評価
6，7 号機直下の敷地内の断層について，約 20 万年前以
降の活動がないことを確認
済 済
4 5 基準地震動策定のため
地下構造を三次元的に
把握すること
3次元の地下構造モデルを用いて，地震の揺れに関する
詳細なシミュレーション等を新潟県中越沖地震以降も適
宜実施
済 済
3 4 安全上重要な建物等は
活断層の路頭がない地
盤に設置
6，7 号機直下の敷地内の断層について，約 20 万年前以
降の活動がないことを確認
済 済
?????????????????????????????
???????????????
6 7 火山，竜巻，外部火災
等により安全性が損な
われないこと
各種自然現象等の影響を評価し，安全上重要な施設の機
能が損なわれないことを確認
済 済
9 12 内部溢水により安全性
が損なわれないこと
影響評価を実施し，潜在的溢水源を特定，安全上重要な
機器に係わる浸水経路への止水対策等を実施
工事中 工事中
8 11 内部火災により安全性
が損なわれないこと
不燃，難燃性材料の採用，火災感知器の追設，耐火障壁
の設置　等
工事中 工事中
12 14 安全上重要な機能の信
頼性確保
重要な系統は，従前より配管も含めて系統単位で多重化
もしくは多様化
済 済
33 45 電気系統の信頼性確保 送電鉄塔基礎の補強・開閉所設備等の耐震強化工事実施 工事中 工事中
発電所外の電源系統と 3ルート 5回線の送電線で接続 済 済
非常用ディーゼル発電機（D/G）燃料タンクの耐震性に
ついて確認実施
済 済
22 33 最終ヒートシンクへ熱
を輸送する系統の物理
的防護
津波，溢水等を想定しても最終ヒートシンクへ熱を輸送
する機能を維持できることを確認
工事中 工事中
?????????????????
 
????????
44 59 原子炉停止機能 代替制御棒挿入機能，代替冷却材再循環ポンプ・トリッ
プ機能，ほう酸水注入系の設置（原子炉停止機能はいず
れも従前より設置済）
済 済
45 60 原子炉冷却材高圧時の
冷却機能
代替直流電源（バッテリー等）の配備（原子炉隔離時冷
却系等の制御電源）
工事中 工事中
46 61 原子炉冷却材圧力バウ
ンダリの減圧機能
自動減圧機能の追加（水位の大幅な低下及び残留熱除去
系ポンプが運転している場合）
工事中 工事中
可搬式予備バッテリー・予備ボンベの配備（逃がし安全
弁（減圧弁）駆動用）
済 済
47 62 原子炉冷却材低圧時の
冷却機能
復水補給水系による代替原子炉注水手段の整備 済 済
消防車（通常時高台配備）及び接続口設置による原子炉
注水手段の整備
工事中 工事中
48 63 事故時の重大事故防止
対策における最終ヒー
トシンク確保機能
代替熱交換器車及び水中ポンプ（通常時高台配備）によ
る海への除熱手段の整備
済 済
ベントによる大気への除熱手段を整備 済 済
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49 64 格納容器内雰囲気の冷
却・減圧・放射性物質
低減機能
復水補給水系による格納容器スプレイ手段の整備 済 済
消防車（通常時高台配備）及び接続口設置による格納容
器スプレイ手段の整備
工事中 工事中
50 65 格納容器の過圧破損防
止機能
フィルタベント設備の設置（放射性物質の放出量を抑制
した上での格納容器の減圧手段の整備）
工事中 工事中
51 66 格納容器下部に落下し
た溶融炉心の冷却機能
復水補給水系によるペデスタル（格納容器下部）注水手
段の整備
済 済
消防車（通常時高台配備）及び接続口設置によるペデス
タル（格納容器下部）注水手段の整備
工事中 工事中
52 67 格納容器内の水素爆発
防止機能
原子炉格納容器への窒素封入（不活性化）（従前より実
施）
済 済
フィルタベント設備の設置（炉心損傷時の水素排出手段
の整備）
工事中 工事中
53 68 原子炉建屋等の水素爆
発防止機能
静的触媒式水素再結合器の設置（原子炉建屋内での水素
処理手段の整備）
工事中 済
格納容器頂部への注水ラインの設置（原子炉建屋への水
素漏えいの低減）
工事中 済
54 69 使用済燃料貯蔵プール
の冷却，遮へい，未臨
界確保機能
復水補給水系による代替使用済燃料プール注水手段の整
備
済 済
消防車（通常時高台配備）及び専用接続口設置による使
用済燃料プールスプレイ設備の設置
工事中 工事中
56 71 水供給機能 淡水貯水池，防火水槽及び水の移送ルートの整備 済 済
重大事故時の海水利用（注水等）手段の整備 済 済
57 72 電気供給機能 空冷式ガスタービン発電機車，電源車（交流電源）及び
緊急用電源盤を高台に配備
済 済
代替直流電源（バッテリー等）の配備 工事中 工事中
59 74 制御室機能 炉心損傷時の中央制御室居住性確保手段（電源供給等）
の整備
工事中 工事中
炉心損傷時の運転員の被ばく量の抑制対策の整備（鉛遮
蔽の設置　等）
工事中 工事中
61 76 緊急時対策所機能 免震重要棟を設置済，専用電源，通信連絡設備（衛星電
話，無線連絡設備）等の整備
済 済
免震重要棟内の汚染防止対策の整備（着替えスペースの
確保，線量計，防護マスク等の整備）
済 済
炉心損傷時の対策要員の被ばく量の抑制対策の整備 工事中 工事中
58 73 計装機能 原子炉水位計の凝縮槽に温度計を設置（温度を計測する
ことで水位計の健全性が確認可能）
工事中 工事中
60 75 モニタリング機能 常設モニタリングポストへの専用電源設置 済 済
可搬式代替モニタリング設備（モニタリングカー等）の
増強
済 済
62 77 通信連絡機能 発電所内連絡用通信設備の設置（衛星電話，無線連絡設
備）
済 済
発電所外連絡用通信設備の設置（衛星電話，原子力防災
ネットワークを用いた通信連絡設備）
工事中 工事中
55 70 敷地外への放射性物質
の拡散抑制機能
原子炉建屋放水設備を配備 手配中 手配中
42
43
53
54
大規模自然災害や意図
的な航空機衝突等のテ
ロリズムによりプラン
トが大規模に損傷した
状況で注水等を行う機
能
消防車・電源車等の可搬設備の分散配置，接続口の設置，
原子炉建屋放水設備を配備
（なお，特定重大事故等対処施設については検討中）
工事中 工事中
備考：東京電力の公表資料（http://www.tepco.co.jp/cc/press/betu13_j/images/130927j0102.pdf）に，筆者が設置許可基準規
則，技術基準規則の対応条項を書き加えたもの。「設」は設置許可基準規則を，「技」は技術基準規則を示す。
